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1. はじめに 
 地震防災を考える上で対象とする地域がどれだけ地震動による

影響を受け易いかを予め評価しておくことは重要であり、そのため

には広域にわたる地震動評価をする必要がある。その例として地

震調査研究推進本部による地震動予測地図が挙げられる。地震

動予測地図では地盤増幅として地形分類に基づいて評価する松

岡・翠川（1994）による最大速度振幅における増幅度を用いている。
一般的にサイト特性は地震動の地域性に最も大きな特徴を与える

と考えられており、それを面的に捉えるためにはこのように地形分

類との対応関係を用いるのが合理的と考えられているが、前述し

たように松岡・翠川（1994）で評価できるのは最大速度振幅におけ
る増幅度であり、必ずしも構造物に重大な損傷を与え得る周期帯

をカバーしているとは限らないことに注意しなければならない。 
そこで、本研究では面的かつ広帯域なサイト特性を定量的に評

価可能にすることを目的とする。その方法は、まず岩田・入倉

（1986）に代表されるスペクトルインバージョンによりサイト特性を分
離評価し、その結果を若松・松岡（2003）による地形分類と対応付
ける。スペクトルインバージョンには多数の観測記録が必要になる

が、1995 年兵庫県南部地震以降国や自治体、企業によって多く
の強震計が設置され観測記録が蓄積されつつあり、首都圏にお

いてはそれらの観測記録を収集・整理して高密度な強震計ネット

ワークを確立する首都圏強震動総合ネットワーク（SK-net）が成立
している[例えば鷹野・他（2002）]。本研究ではこれら多数の強震
計が存在する関東平野を対象として、サイト特性と地形分類との関

係性を導いていく。 
2. 地震動特性の分離 
 解析に用いるデータセットは関東平野周辺で発生した M4.1～
5.8、震源深さ 18～86km の 17 個の海溝性地震による関東平野
内の K-net、SK-net 観測点 557 個で得られた 4533 波（9066
成分）である。なお震源距離が 200km を超えるものおよび SN比
が良くないものは解析対象から外してある。 
地表で観測される地震動の S波部分は次式で近似できる。 
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ここで は i 番目の地震の j 番目の観測点における S 波部
分の観測スペクトル、 は i 番目の地震の震源スペクトル、
は j 番目の観測点における地盤増幅特性を示すスペクトル、
は i 番目の地震の震源から j 番目の観測点までの距離、
は S波の減衰特性を表す値の逆数、 は i番目の地震

の震源から j 番目の観測点に至るまでの平均的な S 波速度をそ
れぞれ示している。 
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用いた地震には規模の小さいものも含まれており低振動数域で

は信頼性が欠けると考えられる。そこで、解析対象とする振動数範

囲を 0.5Hz～10Hz（0.1 秒～2 秒）と設定した。10Hz までとした
理由は、それより高振動数域を考慮すると SN 比が満たされない
（短周期ノイズを含む）記録が多くなり使用可能なデータ数が少な

くなるからである。観測記録から S 波初動を目視により読み取り、
それ以降を破壊継続時間の 3 倍に 2 秒を足したタイムウィンドウ
で切り抜く。ここで、マグニチュード M の地震の破壊継続時間
は K

dT
INOSHITA（2002）を参考に次式で設定した。 
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3倍するのは堆積地盤での重複反射による時間を考慮するためで、
2 秒を足すのは解析対象範囲を 0.5Hz（周期 2 秒）まで考慮する
ためである。なおタイムウィンドウの両端にはウィンドウ幅の 1/10の
幅をもつコサインテーパーを付加した。こうして切り出した S 波部
分を振動数領域に変換して水平 2成分の 2乗和の平方根をとり、
バンド幅 0.2Hzの Parzen Windowで平滑化をして観測スペクト
ルとした。 
 震源スペクトルとサイト特性との間のトレードオフを避けるために

本研究で用いる拘束条件は、対象とする観測点の中でも岩盤サイ

トに近いと考えられる K-net 観測点の TKY002（桧原）における
地震基盤から地表に至る増幅特性であり、鶴来・他（1997）による
経験的サイト増幅特性評価法を用いて評価した。なお、この拘束

条件のみでインバージョンを行った結果 値が 2Hz より高振動
数側で既往の研究よりも小さい値（高減衰）となったので、これを補

正するためにQ 値を佐藤・他（1994）による に拘束

することとした。得られた震源変位スペクトルはコーナー振動数以

降の落ち込みが ω に従う経験的な震源スペクトルと良く対応す

るものとなった。 

SQ

S
7.0

S f110Q =

2−

3. サイト特性と地形分類 
 拘束条件を地震基盤から地表までの増幅率としたことにより、イ

ンバージョンで得られたサイト特性は各観測点における地震基盤

から地表に至る構造を反映したものとなると考えられる。そこで、神

奈川県および千葉県により調査された深部 S 波速度構造と、その
ごく近傍の K-net 観測点における表層 S 波速度構造を用い、1
次元の重複反射理論を適用して理論増幅率を計算し、インバージ

ョン結果と比較した。図 1 に代表的なものを示す。ここで、理論増
幅率を計算した際の地震基盤とインバージョンで基準となっている

地震基盤が異なる可能性があることに注意を要する。図より、振幅

の山谷はある程度理論増幅率と合うが、振幅レベルがインバージ

ョン結果の方が大きい結果となった。 
次に、インバージョンで得られたサイト特性と地形分類との対応

関係について検討する。各観測点を若松・松岡（2003）による
250m メッシュの地形・地盤分類に基づいて分類し、それぞれの
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図 2 地形分類と増幅率の関係 太線が平均値、細線が平均値±1σを示し、（ ）内は母体数を示す 
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図 1 サイト特性の比較 黒色線がインバージョン結果、灰色線が理論増幅率を示す 

KNG002（横浜） 

ここで 、 は短周期領域と長周期領域におけるサイト特性の

平均値を示す。決定係数はそれぞれ 0.0226 と 0.5309である。 
SG LG分類に属する観測点において振動数ごとに平均値を求めた。その

代表的なものとして山地、ローム台地、埋立地の平均値と平均値

±1 を図 2 に示す。山地では低振動数側の増幅がほとんど見ら
れないが、風化層およびごく表層の薄い堆積層の影響で高振動

数側が卓越する。ローム台地、埋立地となるに従いより広い帯域で

サイト特性が大きくなっていることが分かり良い傾向が得られた。ば

らつきが大きい振動数もあるが、この理由の 1つとして観測点の地
形分類がまだ適切に行われていないことが挙げられる。 

σ 4. 今後の課題 
 インバージョンで得られたサイト特性は地震基盤から地表に至る

構造によるものなので、それぞれを定量的に分離評価可能にでき

るようにしたい。なお、その際には地震基盤の定義を統一させてお

かなければならない。また、点データであるサイト特性の推定精度

を上げること、観測点の地形分類分けをより的確に行うことも課題と

して挙げられる。そして評価可能な地域を拡大し、最終的には日

本全国にわたる広帯域な増幅率を定量的に評価可能にすることを

目的としている。 

 次に地表 30m 平均 S 波速度（AVS30）との関係性を調べる。S
波速度が調査されている K-net 観測点と横浜市高密度強震計ネ
ットワーク観測点において、司・翠川（1999）に基づき 125 点で
AVS30 を得た。これらの観測点において内山・翠川（2003）を参
考にインバージョン結果のサイト特性を短周期領域（0.1～0.5 秒）
と長周期領域（0.5～1.5 秒）に分け、それぞれの帯域の平均値を
求める。短周期と長周期で分ける理由は、設計用スペクトルの加

速度一定領域（短周期領域）と速度一定領域（長周期領域）にお

ける増幅率をターゲットと考えているからである。図 3 に AVS30 と
サイト特性との関係を示す。その結果 AVS30 とサイト特性との間
で以下の関係が成り立った。 
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図 3. AVS30とサイト特性の関係 
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